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ガ ラス基板 の製造方法 は、ガ ラス基板 の研磨 を行な う工程 と、 ガラス基板 の研磨 を行な った後 に、ガ
ラス基板の洗浄 を行 な う工程 とを備 える。 ガラス基板 の洗浄 を行 な う工程 は、槽 内面がステ ン レスまた
は樹脂 か らな る第 1 槽の 中でガ ラス基板 の洗浄 を行な う工程 と、第 1 槽の 中で ガ ラス基板 の洗浄 を行 な
う工程 が完 了 した後 に行 なわれ 、槽 内面が石英か らな る第 2 槽 の 中で ガラス基板 の洗浄 を行な う工程 と
を含む。ガ ラス基板 に付着 した不純物のゼ一 タ電位の値 と、上記 ステ ン レスお よび上記樹脂のゼ一 タ電
位の値 と、 ガラス基板のゼ一 タ電位の値 とが全 て 同符号 で あ り、ステ ン レスお よび樹脂のゼ一 タ電位 の
絶対値 よ リも、ガラス基板のゼー タ電位の絶対値の方が大 きい。



明 細 書

発明の名称 ：情報記録媒体用ガラス基板の製造方法

技術分野

[0001 ] 本発明は、情報記録媒体用ガラス基板の製造方法に関する。

背景技術

[0002] コンピュータなどに用いられる情報記録媒体 （磁気ディスク記録媒体）に

は、従来からアルミニウム基板またはガラス基板が用いられている。これら

の基板上に磁気薄膜層が形成され、磁気薄膜層を磁気へッ ドで磁化すること

により、磁気薄膜層に情報が記録される。

[0003] 近年、ハー ドディスク ドライブ装置においては、 2 . 5 インチの記録媒体

枚で、記録容量が 5 0 0 G B (片面 2 5 0 G B ) 、面記録密度が 6 3 0 G

b / 平方インチ以上の記録密度を有するものが開発されており、磁気へッ ド

と情報記録媒体との間の距離 （フライングハイ 卜）がさらに小さくなつてき

ている。

[0004] フライングハイ 卜が小さくなるにつれて、情報記録媒体をハ一 ドディスク

ドライブ装置に用いた場合の不良 （ヘッ ドクラッシュ）を抑えるために、情

報記録媒体として許容される基板表面の欠陥の大きさもより小さくなつてき

ている。また、情報記録媒体用ガラス基板の表面欠陥についても大きさおよ

び個数に対する要求が厳 しくなつてきている。

[0005] これらの厳 しい要求を満足するために、情報記録媒体用ガラス基板の研磨

加工、洗浄方法を工夫 して情報記録媒体用ガラス基板の欠陥を低減すべ くェ

夫がなされている。 しか し、磁気ヘッ ドに採用される D F H (Dynam i c F Ly i

ng He i ght) 機構等により、ますます情報記録媒体への精度が厳 しくなつて

きている。

先行技術文献

特許文献

[0006] 特許文献 1 ：特開 2 0 0 7 _ 2 6 8 4 4 8 号公報



発明の概要

発明が解決 しょうとする課題

[0007] この発明が解決 しょうとする課題 は、情報記録媒体用ガラス基板の製造過

程 における、情報記録媒体用ガラス基板の欠陥低減の要求が厳 しくな つて き

ている点にある。

[0008] 情報記録媒体用ガラス基板の欠陥を低減するために、該基板の高い清浄性

および高い平滑性が求め られる。

[0009] た とえば、半導体 ウェハ を洗浄する場合 には、石英槽 に被洗浄物 を浸 し、

超音波 を印加することが行なわれている （た とえば、特許文献 1 ) 。

[001 0] しか し、複数の洗浄槽 を用いてガラス基板の洗浄 を行な うにあた り、単純

に洗浄槽 をすべて石英槽 にすれば、 ガラス基板 に付着 した付着物 を十分 に落

とす ことがで きるというものではない。

[001 1] 本発明は、上記の実情 に鑑みてなされたものであ って、情報記録媒体用ガ

ラス基板の製造過程で生 じる不良を低減することが可能な情報記録媒体用ガ

ラス基板の製造方法 を提供することを目的 とする。

課題を解決するための手段

[001 2] 本発明に係 る情報記録媒体用ガラス基板の製造方法は、 ガラス基板の研磨

を行な う工程 と、 ガラス基板の研磨 を行な った後 に、 ガラス基板の洗浄 を行

な う工程 とを備 える。

[001 3] ガラス基板の洗浄 を行な う工程 は、槽 内面がステ ンレスまたは樹脂か らな

る第 1 槽 の中でガラス基板の洗浄 を行な う工程 と、第 1 槽 の中でガラス基板

の洗浄 を行な う工程が完 了 した後 に行なわれ、槽 内面が石英か らなる第 2 槽

の中でガラス基板の洗浄 を行な う工程 とを含む。

[0014] ガラス基板 に付着 した不純物のゼ一タ電位の値 と、上記ステ ンレスおよび

上記樹脂のゼ一タ電位の値 と、 ガラス基板のゼ一タ電位の値 とが全て同符号

であ り、 ステ ンレスおよび樹脂のゼ一タ電位の絶対値 よ りも、 ガラス基板の

ゼ一タ電位の絶対値の方が大 きい。

[001 5] なお、本明細書 において、 「ガラス基板 に付着 した不純物」 とは、 ガラス



基板の研磨工程において付着 した研磨工程由来のものと、洗浄槽の材質由来

のものとの一方または両方を含む概念である。

[001 6] つの実施態様では、上記情報記録媒体用ガラス基板の製造方法において

、不純物のゼ一タ電位の絶対値と、ステ ン レスおよび樹脂のゼ一タ電位の絶

対値との差が 1 O m V 以上である。

[001 7] つの実施態様では、上記情報記録媒体用ガラス基板の製造方法において

、第 1 槽の槽内面は、ポ リ塩化 ビニル、ポ リテ トラフル才ロエチレン、ポ リ

プロピレンおよびポ リ力一ボネ一 卜からなる群のうちの 1 つの素材からなる

[001 8] つの実施態様では、上記情報記録媒体用ガラス基板の製造方法において

、ガラス基板の洗浄を行なう工程は、第 2 槽の中でガラス基板の洗浄を行な

う工程を行なう前に、ガラス基板に対 してスクラプ洗浄を行なう工程を含む

[001 9] つの実施態様では、上記情報記録媒体用ガラス基板の製造方法において

、第 2 槽の中でガラス基板の洗浄を行なう工程は、 9 0 0 k H z 以上の周波

数の超音波をガラス基板に印加することを含む。

発明の効果

[0020] 本発明によれば、情報記録媒体用ガラス基板の製造過程で生 じる不良を低

減することができる。

図面の簡単な説明

[0021 ] [ 図1] 実施の形態における情報記録媒体用ガラス基板の斜視図である。

[ 図2] 実施の形態における情報記録媒体の斜視図である。

[ 図3] 実施の形態における情報記録媒体の製造方法を示すフロー図である。

[ 図4 ] 本発明の実施例に係る各洗浄工程を行なうための洗浄装置を模式的に示

す図である。

[ 図5] 洗浄液の水素イオン指数と、不純物、ガラス基板および洗浄槽内面のゼ

一夕電位との関係を示す図である。

発明を実施するための形態



[0022] 以下に、本発明の実施の形態および実施例について説明する。なお、同一

または相当する部分に同一の参照符号を付 し、その説明を繰返さない場合が

ある。

[0023] なお、以下に説明する実施の形態および実施例において、個数、量などに

言及する場合、特に記載がある場合を除き、本発明の範囲は必ずしもその個

数、量などに限定されない。また、以下の実施の形態において、各々の構成

要素は、特に記載がある場合を除き、本発明にとって必ずしも必須のもので

はない。

[0024] (情報記録媒体 1 の構成）

図 1 および図 2 を参照 して、情報記録媒体用ガラス基板 1 Gおよび情報記

録媒体 1 の構成について説明する。図 1 は、情報記録媒体用ガラス基板 1 G

の斜視図、図 2 は、情報記録媒体の斜視図である。

[0025] 図 1 に示すように、情報記録媒体 1 に用いられる情報記録媒体用ガラス基

板 1 G (以下、 「ガラス基板 1 G」と称する。）は、中心に孔 1 1 が形成さ

れた環状の円板形状を呈 している。ガラス基板 1 Gは、外周端面 1 2 、内周

端面 1 3 、表主表面 1 4 、および裏主表面 1 5 を有 している。ガラス基板 1

G としては、アモル ファスガラス等を用い、たとえば、外径約 6 5 m m、内

径約 2 0 m m、厚さ約 0 . 8 m m、表面粗さは、約 2 . O A 以下である。

[0026] ガラス基板 1 Gのインチサイズに特に限定はなく、 0 . 8 インチ、 1 . 0

インチ、 1 . 8 インチ、 2 . 5 インチ、 3 . 5 インチ各種ガラス基板 1 G を

、情報記録媒体用のディスクとして製造 してもよい。

[0027] 落下衝撃によるガラス基板 1 Gの割れに対 して有効であることから、ガラ

ス基板 1 Gの厚みは0 . 3 0 m m~ 2 . 2 m mが好ましい。ここでいぅガラ

ス基板 1 Gの厚みとは基板上の点対象となる任意の何点かで測定 した値の平

均値を意味する。

[0028] 図 2 に示すように、情報記録媒体 1 は、上記 したガラス基板 1 Gの表主表

面 1 4 上に磁気薄膜層 2 3 が形成されている。図示では、表主表面 1 4 上に

のみ磁気薄膜層 2 3 が形成されているが、裏主表面 1 5 上に磁気薄膜層 2 3



を設けることも可能である。

[0029] 磁気薄膜層 2 3 の形成方法 としては従来公知の方法を用いることができ、

例えば磁性粒子を分散させた熱硬化性樹脂を基板上にスピンコ一 卜して形成

する方法、スパ ッタ リングにより形成する方法、無電解めつきにより形成す

る方法が挙げられる。

[0030] ス ピンコ一 卜法での膜厚は約 0 . 3 ~ 1 . 2 m程度、スパ ッタ リング法

での膜厚は 0 . 0 4 ~ 0 . 0 8 m程度、無電解めつき法での膜厚は 0 . 0

5 0 . 1 m程度であ り、薄膜化および高密度化の観点か らはスパ ッタ リ

ング法および無電解めつき法による膜形成がよい。

[0031 ] 磁気薄膜層 2 3 に用いる磁性材料 としては、特に限定はな く従来公知のも

のが使用できるが、高い保持力を得るために結晶異方性の高いC o を基本 と

し、残留磁束密度を調整する目的で N ί 、 C r を加えたC ο 系合金などが好

適である。近年では、熱アシス ト記録用に好適な磁性層材料 として、 F e P

t 系の材料が用いられるようになってきている。

[0032] 磁気へ ッ ドの滑 りをよくするために磁気薄膜層 2 3 の表面に潤滑剤を薄 く

コーテ ィング してもよい。潤滑剤 としては、例えば液体潤滑剤であるパ一フ

ロロポ リエーテル （P F P E ) をフレオン系などの溶媒で希釈 したものが挙

げられる。

[0033] 必要により下地層、保護層を設けてもよい。情報記録媒体 1 における下地

層は磁性膜に応 じて選択される。下地層の材料 としては、例えば、 C r 、 M

o 、 T a 、 Τ ί 、 W、 V 、 Β 、 Α し Ν ί な どの非磁性金属か ら選ばれる少

な くとも一種以上の材料が挙げられる。

[0034] 下地層は単層 とは限 らず、同一又は異種の層を積層 した複数層構造 として

も構わない。例えば、 C r / C r 、 C r / C r M o 、 C r / C r V 、 N i A

l / C r 、 N i A I / C r M o 、 N ί A I / C r V 等の多層下地層 としても

よい。

[0035] 磁気薄膜層 2 3 の摩耗、腐食を防止する保護層 としては、例えば、 C r 層

、 C r 合金層、力一ボン層、水素化力一ボン層、ジルコニァ層、シ リカ層な



どが挙げられる。保護層は、下地層、磁性膜など共にインライン型スパッタ

装置で連続 して形成できる。保護層は、単層としてもよく、あるいは、同一

又は異種の層からなる多層構成としてもよい。

[0036] 上記保護層上に、あるいは上記保護層に替えて、他の保護層を形成 しても

よい。例えば、上記保護層に替えて、C r 層の上にテ トラアルコキシランを

アルコール系の溶媒で希釈 した中に、コロイダルシリ力微粒子を分散 して塗

布 し、さらに焼成 して酸化ケィ素 （S i 0 2 ) 層を形成 してもよい。

[0037] (ガラス基板 1 G の製造工程）

次に、図 3 を参照 して、本実施の形態に係るガラス基板 1 G および情報記

録媒体 1 の製造方法を説明する。図 3 は、ガラス基板 1 G および情報記録媒

体 1 の製造方法を示すフロー図である。

[0038] まず、ステップ 1 0 (以下、 「S 1 0 」と略す。ステップ 1 1以降も同様

。）の 「ガラス溶融工程」において、ガラス基板を構成するガラス素材を溶

融する。

[0039] S 1 1 の 「プレス成形工程」において、溶融させたガラス素材を上型およ

び下型を用いたプレスによりガラス基板を作製 した。使用したガラス組成は

、一般的なアルミノシリケ一 卜ガラスを用いた。ガラス基板の作製方法とし

ては成形に限らず、公知の手法である板ガラスからの切り出し等でも構わず

、ガラス組成もこれに限らない。

[0040] S 2 の 「第 1 ラップ工程」において、ガラス基板の両主表面をラッピン

グ加工 した。この第 1 ラップ工程は、遊星歯車機構を利用した両面ラッピン

グ装置を用いて行なった。具体的には、ガラス基板の両面に上下からラップ

定盤を押圧させ、研削液をガラス基板の主表面上に供給 し、これらを相対的

に移動させてラッピング加工を行なった。このラッピング加工により、おお

よそ平坦な主表面を有するガラス基板を得た。

[0041 ] S 3 の 「コアリング工程」において、円筒状のダイヤモンドドリルを用

いて、ガラス基板の中心部に穴を形成 し、円環状のガラス基板を作製 した。

ガラス基板の内周端面、および外周端面をダイヤモンド砥石によって研削し



、所定の面取り加工を実施 した。

[0042] S 1 4 の 「第 2 ラップ工程」において、ガラス基板の両主表面について、

上記第 1 ラップ工程 （S 1 2 ) と同様に、ラッピング加工を行なった。この

第 2 ラップ工程を行なうことにより、前工程のコアリングゃ端面加工におい

て主表面に形成された微細な凹凸形状を予め除去 しておくことができる。そ

の結果、後工程での主表面の研磨時間を短縮することができる。

[0043] S 1 5 の 「外周研磨工程」において、ガラス基板の外周端面について、プ

ラシ研磨による鏡面研磨を行なった。このとき研磨砥粒としては、一般的な

酸化セリゥ厶砥粒を含むスラリーを用いた。

[0044] S 6 の 「第 1 ポリッシユエ程」において、主表面研磨を行なった。この

第 1 ポリッシュ工程は、上述の第 1 および第 2 ラップ工程 （S 1 2 ，S 4

) において主表面に残留 したキズゃ反りを矯正することを主目的とするもの

である。この第 1 ポリッシユエ程においては、遊星歯車機構を有する両面研

磨装置により主表面の研磨を行なった。研磨剤としては、一般的な酸化セリ

ゥ厶砥粒を用いた。

[0045] S 1 7 の 「化学強化工程」において、ガラス基板 1 Gの主表面に対 して表

面強化層を形成 した。具体的には、 3 0 0 °C に加熱された硝酸カリウム （7

0 % ) と硝酸ナ トリウム （3 0 % ) の混合溶液中に、ガラス基板 1 G を約 3

0 分間浸漬することによって化学強化を行なった。その結果、ガラス基板の

内周端面および外周端面のリチウムイオンおよびナ トリウムイオンが、化学

強化溶液中のナ 卜リゥ厶イオンおよび力リゥ厶イオンにそれぞれ置換され、

圧縮応力層が形成されることでガラス基板の主表面及び端面が強化された。

[0046] S 8 の 「第 2 ポリッシユエ程」において、主表面研磨工程を施 した。こ

の第 2 ポリッシユエ程は上述までの工程で発生、残存 している主表面上の微

小欠陥等を解消 して鏡面状に仕上げること、反りを解消 し所望の平坦度に仕

上げることを目的とする。この第 2 ポリッシユエ程は、遊星歯車機構を有す

る両面研磨装置により研磨を行なった。研磨剤としては、平滑面を得る為に

平均粒径が約 2 0 n mのコロイダルシリ力を用いた。



[0047] S 9 の 「最終洗浄工程 （F i na L Clean i ng) 」において、 ガラス基板の主

表面、端面の最終洗浄を実施する。 これによりガラス基板上に残存する付着

物 を除去する。

[0048] S 2 0 の 「磁気薄膜層成膜工程」において、上述の工程 を経て得 られたガ

ラス基板の洗浄後 に、 ガラス基板の両主表面に、 C r 合金か らなる密着層、

C o F e Z r 合金か らなる軟磁性層、 R u か らなる配向制御下地層、 C o C

r P t 合金か らなる垂直磁気記録層、 C 系の保護層、 F 系か らなる潤滑層を

順次成膜することにより、垂直磁気記録方式の情報記録媒体を製造 した。 こ

の構成は垂直磁気記録方式の構成の一例であ り、面内情報記録媒体 と して磁

性層等を構成 してもよい。その後、 S 2 1 の 「後熱処理工程」を実施するこ

とで、情報記録媒体が完成する。

[0049] (最終洗浄工程 （S 1 9 ) の実施形態）

以下、上述 した最終洗浄工程 （S 9 ) の具体的な実施形態について説明

する。最終洗浄工程 （S 9 ) は、槽内面 （洗浄液 と接する面）がステ ンレ

スまたは樹脂か らなる第 1 槽の中でガラス基板の洗浄を行なう工程 と、槽内

面が石英か らなる第 2 槽の中でガラス基板の洗浄を行なう工程 とを含む。第

1 槽および第 2 槽は、各々複数設けられていてもよい し、 1 つであってもよ

い。

[0050] 本明細書では、槽内面がステ ン レス、樹脂および石英か らなる洗浄槽 を、

各々、ステ ン レス槽、樹脂槽および石英槽 と称する場合がある。

[0051 ] 典型的な例では、第 1 槽は、全体がステ ン レスか らなる槽であるか、全体

がステ ンレスか らなる槽の内面に樹脂 をコ一テ ィング した槽であ り、第 2 槽

は、全体が石英か らなる槽であるが、第 1 槽、第 2 槽の態様は、上記のもの

に限定されない。たとえば、全体が樹脂か らなる槽 を樹脂層 と して用いても

よい し、ステ ン レスか らなる外槽 に伝播液 を入れ、その伝播液の中に石英か

らなる内槽 を設けた二重構造のもの （外槽の外面に超音波発生器を取付け、

内槽 に洗浄液 を入れる。）を石英槽 と して用いてもよい。

[0052] 第 1 槽および第 2 槽の中でガラス基板の洗浄を各々行なう工程は、超音波



洗浄を含むものであってもよい。第 2 槽の中でガラス基板の洗浄を行なうェ

程は、第 1槽の中でガラス基板の洗浄を行なう工程が完了した後に行なわれ

る。また、第 2 槽の中でガラス基板の洗浄を行なう工程を行なう前に、ガラ

ス基板に対 してスクラプ洗浄を行なう工程が設けられてもよい。

[0053] 第 1槽を構成する樹脂としては、たとえば、ポリ塩化ビニル （P V C ) 、

ポリテ トラフル才ロエチレン （P T F E ) 、ポリプロピレン （P P ) および

ポリ力一ボネ一 卜 （P C ) などが考えられる。また、典型的には、第 1槽の

厚みは、たとえば0 . 0 3 m以上 0 . 6 m以下程度であり、第 2 槽の厚

みは、典型的には第 1槽の厚みよりも大きく、たとえば 1 c m以上 3 c m以

下程度である。

[0054] ところで、槽内面がステ ンレスまたは樹脂からなる洗浄槽において洗浄を

行なった場合、ステ ンレス成分や樹脂成分がガラス基板に付着 し、これが、

後の工程においてエラ一を引き起こす要因になり得ることが懸念される。特

に、ステンレス成分の影響は大きい。

[0055] 他方、槽内面が石英からなる洗浄槽だけを用いた場合、超音波洗浄を行な

つても、研磨工程で付着 した付着物を十分に除去することができない。この

原因について、本願発明者が鋭意検討 した結果、石英槽においては、超音波

洗浄の際の振動板となる板厚のばらつきが大きいため、超音波の減衰率にば

らつきが生 じ、洗浄にもムラが生 じやすいためであることが判明 した。

[0056] また、石英槽に対 してアルカリ性の洗浄液を用いた場合、石英が溶け出す

可能性がある。

[0057] そこで、本実施の形態では、ステ ンレス槽または樹脂槽において洗浄を行

なった後、石英槽において最終の洗浄を行なうという思想を採用 している。

すなわち、本実施の形態では、研磨工程由来の付着物については、第 1槽 （

ステ ンレス槽または樹脂槽）における洗浄で除去 し、洗浄槽由来の付着物に

ついては、第 2 槽 （石英槽）における洗浄で除去するという思想を採用 して

いる。

[0058] 典型的な例では、石英槽では、比較的大きな周波数 （一例としては、 9 0



0 k H z 以上）の超音波洗浄を行なう。大 きな周波数の超音波洗浄を行なう

ことにより、ステ ン レス槽 または樹脂槽での洗浄工程では除去 し切れなかつ

た微小な付着物 を除去することが可能である。

[0059] さ らに、本実施の形態では、第 1 槽での洗浄において、 ガラス基板か ら付

着物 をより効果的に除去するために、 ガラス基板 に付着 した不純物、第 1 槽

内面およびガラス基板のゼ一タ電位の大小関係 を調整する。具体的には、 ガ

ラス基板 に付着 した不純物 （典型的には、研磨工程由来のコロイダルシ リ力

等）のゼ一タ電位の値 （ 1 ) と、第 1 槽内面のゼ一タ電位の値 （ 2 ) と

、 ガラス基板のゼ一タ電位の値 （ 3 ) とが全て同符号 （典型的には、いず

れもマイナス）であ り、かつ、第 1 槽内面のゼ一タ電位の絶対値 （| 2 |

) よ りも、 ガラス基板のゼ一タ電位の絶対値 （| 3 | ) の方が大 きくなる

ようにする。

[0060] 上記各ゼ一タ電位は、洗浄槽内面の材質や、洗浄液の p H を調整すること

で、制御可能である。好ま しくは、研磨工程由来の付着物のゼ一タ電位の絶

対値 （I 《 1 I ) と、第 1 槽内面のゼ一タ電位の絶対値 （| 《2 | ) との差

は、 1 O m V 以上程度 となるように調整 される。

[0061 ] なお、同 じ洗浄液 を用いても、 ガラス基板の材質や洗浄槽の材質によって

、ゼ一タ電位の値は変動する。たとえば、洗浄槽の材質が樹脂である場合、

洗浄液の p H を大 きく （強アルカ リ側 に）すると、 ガラス基板への付着物の

ゼ一タ電位の絶対値 と、洗浄槽内面のゼ一タ電位の絶対値 との差が大 きくな

るィ頃向にある。

[0062] このように、洗浄槽は、ゼ一タ電位 を調整するための調整手段 を有 してい

る。なお、洗浄液の p H を大 きく （強アルカ リ側 に）する場合には、水酸化

ナ トリウム （N a O H ) や水酸化カ リウム （K O H ) を投入 し、洗浄液の p

H を小さ く （酸性側 に）する場合には、塩酸 （H C I ) や硫酸 （H 2S 0 4) を

投入 して調整する。

[0063] 上記のようにゼ一タ電位の大小関係 を調整することにより、第 1 槽での洗

浄工程 において、洗浄槽中に存する不純物は、第 1 槽内面およびガラス基板



の両方に対 して反発するが、ガラス基板に対 してより強 く反発する。この結

果、不純物は、第 1槽の中に残されやすくなり、ガラス基板には付着 しにく

くなる。 しか し、洗浄槽に強 く付着 したり洗浄槽上で堆積 して不純物が凝集

したりすると洗浄液の汚れやガラス基板への再付着の原因となる場合がある

為、洗浄槽壁面と不純物 （付着物）とのゼ一タ電位の差も上記のように 1 0

m V 以上程度となるように調整されることが好ましい。

[0064] このように、本実施の形態では、 2 種類の洗浄槽を使い分けて洗浄工程を

実施するとともに、第 1槽での洗浄工程において、不純物をより効果的に除

去できょうにゼ一タ電位の大小関係を調整することにより、結果として、情

報記録媒体用ガラス基板の製造過程における不良の原因となる付着物を効果

的に除去することができる。

[0065] < 実施例>

以下、上述 した最終洗浄工程 （S 9 ) の具体的な洗浄工程を、実施例お

よび比較例として説明する。

[0066] 上記 「最終洗浄工程 （S 1 9 ) 」において、図4 に示す洗浄装置 1 0 0 を

用いて、ガラス基板の洗浄を実施 した。この洗浄装置 1 0 0 は、ガラス基板

ロー ドステーシ ョン L D、第 1洗浄ステーシ ョン 1 0 1 ( フ ッ化水素を添加

した酸洗浄、 p H = 3 ) 、第 2 洗浄ステーション 1 0 2 (純水を用いた洗浄

) 、第 3 洗浄ステーシ ョン 1 0 3 (酸性洗剤を用いた洗浄、 p H = 3 ) 、第

4 洗浄ステーシ ョン 1 0 4 (純水を用いた超音波洗浄 ：1 3 0 k H z ) 、第

5 洗浄ステーシ ョン 1 0 5 (純水を用いた超音波洗浄 ：9 5 0 k H z ) 、第

6 洗浄ステーション 1 0 6 ( I P A 乾燥）およびガラス基板アン口一 ドステ

—シヨンU L D を有 し、各ステーシ ョン間をガラス基板が順次搬送される。

[0067] 尚、実施例 1 ~ 3 および比較例 1 ~ 4 においては、何れも全 6 槽からなる

洗浄槽で洗浄工程を行なった。

[0068] 本実施例においては、第 1洗浄ステーシ ョン 1 0 1、第 2 洗浄ステ一ショ

ン 1 0 2 、第4 洗浄ステーション 1 0 4 では、ステンレス槽の内面にP V C

(ポ リ塩化ビニル）のコ一ティングを施 した樹脂槽を用い、第 3 洗浄ステ一



シ ヨン 1 0 3 ではステ ンレス槽の内面に P T F E (ポ リテ トラフル才 ロェチ

レン） のコ一テ ィングを施 した樹脂槽 を用い、第 5 洗浄ステ ー シ ョン 1 0 5

では、槽全体が石英か らなる石英槽 を用いた。

[0069] また、 ガラス基板 と しては、次の条件のものを用いている。

S i 02 50-70%

A L203 0-20%

B203 0-5%

但 し、 S i 02+A L2O3+B2O3=50-85%

L i 2O=3-1 0%、 Na20=4-1 5%、 K2O=0. 1-5%

MgO+CaO+BaO+S rO+ZnO=2-20%

(注 ：すべて重量％)

実施例 2 、 3 及び比較例 1 ~ 4 では、第 3 洗浄ステ ー シ ョン 1 0 3 におけ

る、洗浄槽の内面のコーテ ィングに用い られる樹脂、洗浄液の水素イオ ン指

数 （pH) を変えて、表 1 に示す 7 つの条件 （実施例 1 ~ 3 および比較例 1 〜

4 ) によって洗浄工程 を実施 した。なお、第 3 洗浄ステ ー シ ョン 1 0 3 以外

は、何れの実施例及び比較例 においてもすべて同 じ条件で洗浄を行なった。

[0070] 上記組成のガラス基板、樹脂槽、石英槽およびコロィダルシ リカ （研磨ェ

程由来の付着物）のゼ一タ電位 と、洗浄液の水素イオ ン指数 （pH) との関係

を図 5 に示す。なお、図 5 における樹脂槽 A は、 ステ ン レス槽の内面に P V

C のコ一テ ィングを施 した樹脂槽であ り、樹脂槽 B は、 ステ ン レス槽の内面

に P T F E のコ一テ ィングを施 した樹脂槽である。

[0071 ] 図 5 に示すように、洗浄液の水素イオ ン指数 によって各ゼ一タ電位が変動

するため、洗浄液の水素イオ ン指数や樹脂槽内面の素材を調整することによ

つて、上述 したゼ一タ電位の大小関係 を得 ることが可能である。

[0072]



[ 表 1]

[0073] 上記表 1 に示す実施例 1 ~ 3 および比較例 1 ~ 4 について、各々の条件で

洗浄 した各々のガラス基板の欠陥数を、各実施例および比較例 ごとに、ガラ

ス基板 1 0 0 枚ずつについて評価を行ない、ガラス基板 1 0 0 枚についての

平均欠陥数を求めた。欠陥数の計測は、KLA-Tencor 社製のO S A (Opt i ca l

Surface Ana lyzer) を用いて行なった。その結果を、下記表 2 に示す。

[0074] [ 表2]

判断の欄については、

平均欠陥数が、
0 〜 5 個 （A ) 、

6 ~ 0 個 （B ) 、

個以上 （C ) とした。

[0075] 表 2 に示すように、実施例 1 ~ 3 においては、比較例 1 ~ 4 に比べて、平

均欠陥数が少ない。すなわち、実施例 1 ~ 3 においては、比較例 1 ~ 4 に比



ベて、ガラス基板の欠陥数を低減できている。

[0076] 次に、上記の各条件で洗浄したガラス基板に磁性層をつけて磁気記録媒体

とし、磁性層の性能を評価するために、磁気記録媒体 1 0 枚ずつについて、

電磁変換特性の検査を行った。その結果を、下記表 3 に示す。

[0077] [表3]

判断の欄については、
電気特性の低下が見られたものの数が、
0 —2枚 （A ) 、
3 —5 枚 （B ) 、

6枚以上 （C ) とした。

[0078] 表 3 に示すように、実施例 1 ~ 3 においては、比較例 1 ~ 4 に比べて、電

気特性の低下が見られたものの数 （エラ一枚数）が少ない。すなわち、実施

例 1 ~ 3 においては、比較例 1 ~ 4 に比べて、磁気記録媒体の不良を低減で

きている。

[0079] また、第3 洗浄ステーション 1 0 3 に樹脂のコーティングを施さず、ステ

ンレス槽としてステンレス槽に電荷を付与することでステンレス槽の壁面の

ゼータ電位を調整して同様の評価を行つたが、上記と同様の結果が得られた

[0080] なお、電磁変換特性検査とは、通常のハードディスクドライブの記録再生

と同様に、磁気記録媒体に対して磁気ヘッドで所定の信号を記録した後、そ

の信号を再生し、得られた再生信号によって磁気記録媒体の記録不能を検出

することにより、磁気記録媒体の電気特性や欠陥の有無など、磁気記録媒体

の品質を確かめるものである。



[0081 ] 以上、本発明の実施の形態および実施例について説明したが、今回開示さ

れた実施の形態および実施例はすべての点で例示であって制限的なものでは

ないと考えられるべきである。本発明の範囲は請求の範囲によって示され、

請求の範囲と均等の意味および範囲内でのすべての変更が含まれることが意

図される。

産業上の利用可能性

[0082] 本発明は、情報記録媒体用ガラス基板の製造方法に適用可能である。

符号の説明

[0083] 情報記録媒体、 1 G 情報記録媒体用ガラス基板、 1 1 孔、 1 2

外周端面、 1 3 内周端面、 1 4 表主表面、 1 5 裏主表面、 2 3 磁気

薄膜層。



請求の範囲

情報記録媒体用ガラス基板の製造方法であ つて、

ガラス基板の研磨 を行な う工程 と、

前記 ガラス基板の研磨 を行な つた後 に、前記 ガラス基板の洗浄 を行

な う工程 とを備 え、

前記 ガラス基板の洗浄 を行な う工程 は、

槽 内面がステ ン レス または樹脂か らなる第 1 槽 の中で前記 ガラス基

板の洗浄 を行な う工程 と、

前記第 1 槽 の中で前記 ガラス基板の洗浄 を行な う工程が完 了 した後

に行なわれ、槽 内面が石英か らなる第 2 槽 の中で前記 ガラス基板の洗

浄 を行な う工程 とを含み、

前記 ガラス基板 に付着 した不純物のゼ一タ電位の値 と、前記ステ ン

レスおよび前記樹脂のゼ一タ電位の値 と、前記 ガラス基板のゼ一タ電

位の値 とが全て同符号であ り、 前記 ステ ン レス および前記樹脂のゼ一

タ電位の絶対値 よ りも、前記 ガラス基板のゼータ電位の絶対値の方が

大 きい、情報記録媒体用ガラス基板の製造方法。

前記不純物のゼ一タ電位の絶対値 と、前記ステ ンレスおよび前記樹

脂のゼ一タ電位の絶対値 との差が 1 O m V 以上である、請求項 1 に記

載の情報記録媒体用ガラス基板の製造方法。

前記第 1 槽 の槽 内面は、ポ リ塩化 ビニル、ポ リテ トラフル才 ロェチ

レン、ポ リプロピレンおよびポ リ力一ボネ一 卜か らなる群の うちの 1

つの素材か らなる、請求項 1 または請求項 2 に記載の情報記録媒体用

ガラス基板の製造方法。

前記 ガラス基板の洗浄 を行な う工程 は、前記第 2 槽 の中で前記 ガラ

ス基板の洗浄 を行な う工程 を行な う前 に、前記 ガラス基板 に対 してス

クラブ洗浄 を行な う工程 を含む、請求項 1 か ら請求項 3 のいずれかに

記載の情報記録媒体用ガラス基板の製造方法。

前記第 2 槽 の中で前記 ガラス基板の洗浄 を行な う工程 は、 9 0 0 k



H z 以上の周波数の超音波 を前記 ガラス基板 に印加することを含む、

請求項 1 か ら請求項 4 のいずれかに記載の情報記録媒体用ガラス基板

の製造方法。
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